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岩国基地における機種更新等について（取りまとめ） 

令和６年８月 

 

 岩国基地における機種更新等について、基地周辺住民の生活環境への影響を確認する

ため、国に対し、県・岩国市・周防大島町・和木町の合同で、３２項目の疑問点を照会

し、国から得た回答等について取りまとめ、整理しました。 

 

Ⅰ これまでの経緯 

令和６年７月１５日 防衛省・外務省が来庁し、機種更新等の説明 

令和６年７月２２日 県・岩国市・周防大島町・和木町が中国四国防衛局に対して

文書照会（３２項目） 

令和６年８月２０日 国から文書回答 

令和６年８月２２日 取りまとめ・検証結果について公表 

 
 

Ⅱ 機種更新等の概要（国からの説明（７月１５日）） 

【第５空母航空団の機種更新】 

○ 米側から、現在、本国に向け移動中の空母ジョージ・ワシントンを、空母艦載機

の機種を更新した上で、本年後半に日本に配備するとの説明を受けている。 

○ 第５空母航空団に配備されている空母艦載機について、 

・ ４つの戦闘攻撃飛行隊のうち１個飛行隊について、Ｆ／Ａ－１８スーパーホー

ネットの飛行隊からＦ－３５Ｃの飛行隊に、 

・ Ｃ－２輸送機の飛行隊からＣＭＶ－２２オスプレイの飛行隊に、 

それぞれ更新するとの説明があった。 

○ 米側からは、本機種更新に伴い、機種更新の対象となる各々の飛行隊の機数は若

干増加するものの、空母艦載機全体の機数については大きな変更が生じないよう調

整されるとの説明を受けている。 

○ Ｆ－３５Ｃは、日本国内に飛来したことがなく初めての機体となる。その上で、

実際の航空機の騒音については、航空機の飛行状況、測定器材、気象条件等の要因

に左右されるため、一概に比較することは困難であるが、米側の公表資料によると、

これまでのＦ／Ａ－１８スーパーホーネットとの比較では、離陸時の騒音について

は、同程度、また、着陸時の騒音については、１１デシベル程度Ｆ－３５Ｃの方が

小さいとのデータがある。 

〇 米側からは、今回のＦ／Ａ－１８からＦ－３５Ｃへの機種更新を行った場合にお

いても、これまでの岩国飛行場周辺の飛行経路に変更はなく、日々の運用が大きく

変わるものではないとの説明を受けている。 

○ 第５空母航空団の機種更新と、米海兵隊の態勢の更新を含めると航空機の機数は

若干減少することから、岩国飛行場の全体の騒音状況については、現在より拡がら

ないと見込んでいる。 

別添２
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○ Ｆ－３５Ｃについては、米国政府が、その安全性や信頼性を確認した上で量産し

ている。また、Ｆ－３５Ｃの飛行運用にあたっては、機体の安全性はもとより、安

全をはじめとする地域の皆様の生活に対して、最大限の配慮がなされることが重要

と認識している。今後とも、Ｆ－３５Ｃをはじめとする、米軍機の運用において、

より一層、これまで以上に、安全管理に万全を期すよう、米側に対して、累次の機

会に求めてまいる。 

○ 海軍のＣＭＶ－２２は、海兵隊のＭＶ－２２や空軍のＣＶ－２２と機体構造及び

基本性能が同一であることから、ＭＶ－２２やＣＶ－２２について確認された機体

の安全性は、ＣＭＶ－２２にも該当するものと考えている。その上で、オスプレイ

の安全性については、米国政府自身が開発段階で安全性・信頼性を確認しているこ

とに加え、米軍オスプレイの日本配備に先立ち、日本政府としても独自に安全性を

確認している。 

○ 防衛省としては、オスプレイの安全性に問題はないと考えているが、オスプレイ

の日本国内における飛行運用に際しては、地元の皆様に十分に配慮し、最大限の安

全対策をとるよう努めていくとともに、米側に対しては、引き続き、安全面に最大

限配慮するよう求めてまいる。 

〇 いずれにしても、今回、いわゆる第４世代機から第５世代機への更新ということ

で、我が国を取り巻く戦後最も厳しく複雑な安全保障環境の中、最新型の戦闘機へ

の交代は、日米同盟の抑止力・対処力に対する米国のゆるぎないコミットメントを

示すものと考えている。 

【在日米軍施設・区域における戦闘機に係る態勢の更新】 

○ 米側から、在日米軍のプレゼンスを維持・強化し、日米同盟の抑止力・対処力を

更に強化するため、米空軍は三沢飛行場及び嘉手納飛行場に、米海兵隊は岩国飛行

場に配備等している戦闘機について、今後数年をかけて態勢の更新を行う旨の説明

を受けている。 

○ 岩国飛行場については、常駐部隊のＦ－３５Ｂを若干減少させつつ、ローテーシ

ョン部隊のＦ／Ａ－１８をＦ－３５Ｂに更新するとの説明を受けた。 

○ そのほかの点について、米側からは、 

・ 岩国飛行場において、新たな施設整備を行う計画はない 

・ 本更新に伴う、部隊の任務や飛行経路の変更はない 

との説明を受けている。 

○ 更新されるＦ－３５Ｂの展開時期については、米側の運用に関することから詳細

な情報はないが、今後、お示しできる情報が得られ次第適切に情報提供させていた

だく。 
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【参考】機種更新前後の機種の諸元比較 

機種名 
（機種更新前） 

Ｆ／Ａ－１８Ｅ 

（機種更新後） 

Ｆ－３５Ｃ 

最大速度 M 1.8 M1.6 

最大高度 約 50,000 ft 約 50,000 ft 

エンジン(推力) F404-GE-402(17,700lb) ２基 F135-PW-100(43,000lb)１基 

全  幅 約 13.62 m 約 13.1 m 

全  長 約 18.5 m 約 15.6 m 

全  高 約 4.88 m 約 4.48 m 

最大離陸重量 約 29,937 kg 約 30,322 kg 

 

機種名 
（機種更新前） 

Ｃ－２Ａ 

（機種更新後） 

ＣＭＶ－２２ 

巡行速度 約 465 km/h 約 498 km/h 

最大高度 約 10,000 m 約 7,620 m 

エンジン(推力) 
Allison T-56-A-425(3,661kW) 

×２ 

Rolls-Royce Liberty 

AE1107C(4,623kW)×２ 

全  幅 約 24.7 m 約 25.6 m 

全  長 約 17.4 m 約 17.5 m 

全  高 約 5.2 m 約 6.7 m 

最大離陸重量 約 26,080 kg 
通常離陸 約 25,855 kg 

垂直離陸 約 23,859 kg 

 

 

【参考】機種更新前後の最大騒音レベル比較 

機種名 
（機種更新前） 

Ｆ／Ａ－１８Ｅ 

（機種更新後） 

Ｆ－３５Ｃ 

離陸時※１ 約 113 dB 約 113 dB 

着陸時※２ 約 103 dB 約 92 dB 

※１：アフターバーナー使用 1,000ft 

※２：1,500ft 
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Ⅲ 照会に対する国の回答等 

 

１ 岩国基地での運用について 

（１）配備機数 

岩国基地の航空機について、配備機数はどのように変わるのか。米海兵隊及び米

海軍それぞれについて、機種ごとに、現状と機種更新等が実施された後の機数を示

していただきたい。 

【米海兵隊】 

○ 米海兵隊の具体的な配備機数については、米軍の運用に関することであり、防衛

省としてお答えすることが困難であることをご理解下さい。 

○ その上で、米海兵隊においては、岩国飛行場に配備している戦闘機について、今

後数年をかけて態勢を更新するとしており、その中で、常駐部隊のＦ－３５Ｂにつ

いては、機数が若干減少する見込みであると承知しております。 

○ また、米海兵隊のローテーション部隊について、米側からは、今後、Ｆ／Ａ－１

８からＦ－３５Ｂへ更新され、機数については変動する可能性があるものの、現在

の配備機数から大きく増えるというようなことは想定されないとの説明を受けて

おります。したがって、ローテーション部隊と常駐部隊の両方を考慮した場合、Ｆ

－３５Ｂの機数は最適化され、抑止力・対処力が強化される一方で、機数全体とし

ては１０機程度減少すると認識しております。 

 

【米海軍】 

○ 米海軍の具体的な配備機数については、米軍の運用に関することであり、防衛省

としてお答えすることが困難であることをご理解下さい。 

○ その上で、厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐に際して、防衛省の

見積もりとして、空母艦載機は約６０機と説明させていただいておりますが、米側

からは、空母艦載機全体の機数に大きな変更がないよう調整されるとの説明を受け

ております。また、更新前後の任務・運用に大きな変更がないことから、「輸送機」

と「戦闘機」の機数内訳についても、現状から大きく変動しないと認識しています。 
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【参考】岩国基地の米海兵隊・米海軍の配備機種・機数 

 
機種更新前 機種更新後 

機 種 機数等 機 種 機数等 

海
兵
隊 

F-35B戦闘機(常駐) 約３２機 同左 若干減少 

F/A-18戦闘攻撃機 
（ローテーション） 約１２機 F-35B戦闘機 

大きな変動は 
ない 

KC-130空中給油機 約１５機 同左 同左 

UC-12汎用機 約 ２機 同左 同左 

海 

軍 

F/A-18E/F戦闘攻撃機 約１２機 F-35C戦闘機 若干増加 

F/A-18E/F戦闘攻撃機 約３６機 同左 空母艦載機全体の機数

(約60機)に大きな変更

が生じないよう調整 

EA-18G電子戦機 約 ８機 同左 

E-2D早期警戒機 約 ５機 同左 

C-2輸送機 約 ２機 CMV-22 ｵｽﾌﾟﾚｲ 若干増加 

海兵隊及び海軍の総機数 現状よりも約１０機減少 

 ※機種更新前の機数については、これまでの国の説明をもとに、県・地元市町において整理 

 

（２）任務・役割 

ア 今回機種更新等が実施される部隊の任務や役割は何か。機種更新等の前後で異

なるものがあるのか。 

○ 機種更新の対象となる第５空母航空団は、航空作戦を遂行し、その遂行を支える、

航空団の企画・統制・調整・統合を支援するという任務を持っているとの説明を受

けております。 

○ その上で、米側からは、第５空母航空団の機種更新に関して、各々の部隊の任務

や役割に特段の変更は無いとの説明を受けております。 

○ また、米海兵隊についても、態勢の更新に伴う、部隊の任務や役割に変更はない

との説明を受けております。 

 

イ 在日米海軍司令部の発表によると「第３０艦隊後方支援多任務飛行隊前方展開

海軍戦力分遣隊のＣＭＶ－２２は、これまで第５空母航空団と第５空母打撃群を

支援してきた第３０艦隊後方支援飛行隊第５分遣隊のＣ－２Ａと交代する」とあ

るが、多任務とは、いかなる任務を指すものか示していただきたい。 

○ 米側からは、部隊名における「多任務」とは、ＣＭＶ－２２を運用する部隊を新

編するにあたって、Ｃ－２運用部隊と別の名称とするため、米海兵隊の部隊名称に

関する慣例も踏まえ、オスプレイの一般的な機種特性としての多用途性を表現した

ものであり、新編される部隊の任務の変更や追加を表現しているものではないとの

説明を受けております。 

○ いずれにせよ、米側からは、第５空母航空団の任務や役割に変更はないとの説明

を受けております。 

約10機

減 少 
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ウ 米国及び米国外において、Ｆ－３５Ｂ、Ｆ－３５Ｃ及びＣＭＶ－２２の配備機

数、役割はどのようになっているのか。 

○ 防衛省として、我が国以外に配備されている、Ｆ－３５Ｂ、Ｆ－３５Ｃ及びＣＭ

Ｖ－２２の配備機数や役割について、網羅的に把握していないため、お答えするこ

とが困難であることをご理解下さい。 

○ その上で、 

公刊資料によれば、２０２４年２月時点の各国の保有機数は次のとおりと承知し

ています。 

 ・Ｆ－３５Ｂ：米国（約１５０機）、英国（約３０機）、イタリア（約１０機） 

 ・Ｆ－３５Ｃ：米国（約８０機） 

 ・ＣＭＶ－２２：米国（約３０機） 

また、役割については、一般的に、Ｆ－３５Ｂは空対空・空対地による着上陸作戦

の支援、Ｆ－３５Ｃは航空優勢の確立・維持及び制海権の確立・維持の支援、ＣＭＶ

－２２は空母と地上の間の輸送を基本的な役割としているものと承知しています。 

 

（３）部隊交代 

 ア 空母艦載機 

（ア）今回の機種更新に関係するスケジュール（空母交代式・空母の入港・空母艦

載機の機種更新・岩国基地への配備時期など）を示していただきたい。 

○ 機種更新に係るスケジュールについては、米軍の運用に関することであり、現段

階で予断をもってお答えすることは困難です。 

○ その上で、米側から、空母ジョージ・ワシントンを、空母艦載機の機種を更新し

た上で本年後半に配備する、また、海兵隊については、岩国飛行場に配備等してい

る戦闘機について、今後数年にかけて、態勢の更新を行う旨の説明を受けておりま

す。今後、米側から公表可能な情報が得られ次第、速やかに情報提供させていただ

きます。 

 

（イ）今回の機種更新に伴い、機種更新の対象となる各々の部隊の機数は若干増加

するものの、空母艦載機全体の機数については大きな変更が生じないように調

整されるとのことであるが、具体的に、部隊ごとの機数がどう変わるのか示し

ていただきたい。 

○ 米海軍の具体的な配備機数については、米軍の運用に関することであり、防衛省

としてお答えすることが困難であることをご理解下さい。 

○ その上で、厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐に際して、防衛省の

見積もりとして、空母艦載機は約６０機と説明させていただいておりますが、米側

からは、空母艦載機全体の機数に大きな変更がないよう調整されるとの説明を受け

ております。また、更新前後の任務・運用に大きな変更がないことから、「輸送機」

と「戦闘機」の機数内訳についても、現状から大きく変動しないと認識しています。 
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（ウ）今回機種更新する部隊は、それぞれどこの基地から来るのか。 

○ 米海軍の公表によれば、今回機種更新する部隊については、現在、第１４７戦闘攻

撃飛行隊はカリフォルニア州のリモア海軍基地に、第３０艦隊後方支援多任務飛行隊

は同州のノースアイランド海軍基地にそれぞれ所在しているものと承知しています。 

 

（エ）今回Ｆ－３５Ｃに機種更新する部隊は、４つの戦闘攻撃飛行隊のうち１個飛

行隊とのことであるが、それ以外の部隊の今後のＦ－３５Ｃへの更新予定はど

うなっているのか。 

○ 現時点では、その他の飛行隊の機種更新に関する情報はありません。 

 

（オ）今回の機種更新に伴い、人員はどのように変動するのか。 

○ 米側からは、人員について大きな変動はないとの説明を受けております。 

 

 イ 海兵隊機 

（ア）今後数年かけて常駐部隊とローテーション部隊の配備機数を最適化するとの

ことであるが、具体的に、常駐部隊及びローテーション部隊の部隊ごとの機数

がどう変わるのか示していただきたい。 

○ 米海兵隊の具体的な配備機数については、米軍の運用に関することであり、防衛

省としてお答えすることが困難であることをご理解下さい。 

○ その上で、米海兵隊においては、岩国飛行場に配備している戦闘機について、今

後数年をかけて態勢を更新するとしており、その中で、常駐部隊のＦ－３５Ｂにつ

いては、機数が若干減少する見込みであると承知しております。 

○ また、米海兵隊のローテーション部隊について、米側からは、今後、Ｆ／Ａ－１

８からＦ－３５Ｂへ更新され、機数については変動する可能性があるものの、現在

の配備機数から大きく増えるというようなことは想定されないとの説明を受けて

おります。したがって、ローテーション部隊と常駐部隊の両方を考慮した場合、Ｆ

－３５Ｂの機数は最適化され、抑止力・対処力が強化される一方で、機数全体とし

ては１０機程度減少すると認識しております。 

 

（イ）常駐部隊のＦ－３５Ｂの機数変更は、段階的に実施されるのか。段階的に実

施されるのであれば、時期ごとに機数が、どのように変動するのか示していた

だきたい。また、ローテーション部隊の機種更新はいつ実施されるのか。 

○ 米側からは、今後数年をかけて態勢の更新を行うことを計画しているが、その中

で、常駐部隊の態勢更新は、ローテーション部隊の態勢更新より先に行われるとの

説明を受けております。また、これ以上の詳細については、現時点で具体的に示す

ことは困難との説明を受けています。 

○ 今後、米側から公表可能な情報が得られ次第、速やかに情報提供させていただき

ます。 
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（ウ）常駐部隊のＦ－３５Ｂの機数変更は、部隊交代により行われるのか。それと

も現部隊の一部減少により行われるのか。 

○ 米側からは、部隊交代を伴うものではないとの説明を受けており、現部隊の一部

を減少するものと認識しています。 

 

（エ）今回の機種更新等により、人員はどのように変動するのか。 

○ 米側からは、態勢の更新は今後数年をかけて行うものであり、人員について大き

な変動はないものの、具体的な人員の変動について現時点で示すことは困難との説

明を受けております。 

○ 今後、米側から公表可能な情報が得られ次第、速やかに情報提供させていただき

ます。 

 

ウ その他 

今回機種更新される機体の輸送はどのような方法（船舶輸送、飛来等）で行われ

るのか。 

○ 米側からは、空母艦載機については、空母ジョージ・ワシントンに艦載した状態

で我が国に前方展開し、準備が整い次第、岩国飛行場へ飛来することを想定してい

るとの説明を受けております。 

○ また、米海兵隊機については、岩国飛行場へ直接飛来することを想定していると

の説明を受けております。 

 

（４）施設整備 

機種更新等に伴い、新規の建設は予定していないとのことであるが、既存施設の

改修等の予定はないのか。改修等が行われる場合は、その内容や規模、完成時期は

どのようになっているのか。 

○ 米側からは、既存施設の改修については、現在検討中との説明を受けております。 

○ 今後、米側から公表可能な情報が得られ次第、速やかに情報提供させていただき

ます。 

 

（５）運用 

ア 機種更新等に伴い、主な訓練場所、訓練内容、標準的な飛行ルート、飛行回数

などの運用はどのようになるのか。 

○ 米側からは、訓練を含めて平素の活動に大きな変更はないとの説明を受けており

ます。 
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イ ＣＭＶ－２２は空中給油能力を有するとのことであるが、岩国基地周辺で空母

艦載機等に空中給油を行うことがあるのか。 

○ ＣＭＶ－２２に限らず、全てのオスプレイは、空中給油を受ける機能を有してい

ますが、現時点で、岩国基地に配備されるＣＭＶ－２２が他の空母艦載機等に対し

空中給油を行う機能を有しているとは承知しておりません。 

○ なお、米側からは、空中給油は遠隔地において実施することが一般的であり、平

素の運用において、ＣＭＶ－２２が岩国基地周辺で空中給油を受けることは想定さ

れないとの説明を受けております。 

 

ウ 機種更新等に伴い、訓練空域（岩国臨時留保空域）や岩国レーダー進入管制空

域について、どのような変更や調整がされるのか。 

○ 米側からは、本更新等に伴い、訓練を含めて平素の活動に大きな変更はないとの

説明を受けているところであり、訓練空域や進入管制空域を変更することは予定し

ておりません。 

 

エ 機種更新等に伴い、騒音軽減のため、他基地への訓練移転等の影響緩和措置が

実施されるのか。 

○ 第５空母航空団の機種更新や、米海兵隊の態勢の更新の内容を踏まえれば、騒音

状況については、現在より拡がらないと見込んでおります。 

○ その上で、訓練移転については、再編実施のための日米のロードマップに基づき、

二国間の相互運用性の向上と在日米軍飛行場の周辺地域における訓練活動の影響

を軽減するため、実施されるものです。 

○ 平成１８年度以降、米軍の嘉手納、三沢及び岩国飛行場から自衛隊の千歳、三沢、

百里、小松、築城及び新田原基地への訓練移転を実施してきております。また、訓

練移転先として、平成２３年以降、グアム島、北マリアナ諸島及びそれらの周辺地

域を使用することが追加され、令和５年７月には米国アラスカ州も対象となってお

ります。 

○ 防衛省としては、引き続き、訓練移転の実施による訓練活動の影響の軽減に取り

組んでまいります。また、その他の影響緩和措置についても、地元のご要望を踏ま

えながら、誠実に対応してまいります。 

 

２ 航空機騒音・環境への影響について 

（１）航空機騒音 

ア 今回の機種更新等により岩国基地周辺の騒音状況はどう変わるのか。 

空母艦載機の機種更新前後及び米海兵隊の機種更新等の前後における騒音状況

が比較できるデータ等を示していただきたい。 

また、これらの騒音状況をどのように受け止め、評価しているか。 
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○ 今回の空母艦載機の機種更新及び米海兵隊の戦闘機に係る態勢の更新において、

米側からは、米海軍のＦ／Ａ－１８からＦ－３５Ｃへの機種更新や米海兵隊のＦ／

Ａ－１８からＦ－３５Ｂへの機種更新を行った場合においても、これまでの岩国飛

行場周辺の飛行経路に変更はなく、日々の運用が大きく変わるものではないとの説

明を受けております。 

○ また、総機数については、岩国飛行場の全体で米海兵隊及び米海軍の航空機の総

機数は現在より１０機程度減少すると認識しており、岩国飛行場の１日の標準飛行

回数が今より増えることは見込まれないと思料しています。 

さらに、騒音については、 

・ 米海軍のＦ／Ａ－１８スーパーホーネットとＦ－３５Ｃとの比較では、離陸

時の騒音については、同程度、また、着陸時の騒音については、１１デシベル

程度Ｆ－３５Ｃの方が小さいとのデータが公表されていること 

・ 米海兵隊のＦ／Ａ－１８ホーネットとＦ－３５Ｂとの比較では、Ｆ－３５Ｂ

の方が、離陸の際の騒音値が高く、着陸の際の騒音値が低い等の特性があるこ

と 

を認識しています。 

○ これらのことから、岩国飛行場周辺への騒音状況については、現在より拡がらな

いと見込んでいます。 

【参考】Ｆ／Ａ－１８ホーネットとＦ－３５Ｂの騒音の違い 

米側から提供されたＦ－３５Ｂの騒音値とこれまでの騒音度調査から得られ

たＦ／Ａ－１８の騒音値を比較すると、離陸時はＦ－３５Ｂの方が約０．８デシ

ベル大きくなるが、着陸時はＦ－３５Ｂの方が約４．９デシベル小さくなる※。 

※ 距離 1,000ｍの場合 

（令和２年９月 岩国基地におけるＦ－３５Ｂへの機種更新について(取りまとめ)参照） 

 

イ 今回の機種更新等に伴い、現在実施されている岩国飛行場周辺の第１種区域等

の見直し作業にどのような影響が出るのか。今後の見通しを示していただきたい。 

○ 岩国飛行場周辺においては、空母艦載機等が移駐した後の騒音の状況等を把握す

るための騒音度調査が、３月末に終了しました。 

○ 現在、調査結果等を整理中であり、その上で、今般の「在日米軍施設・区域にお

ける戦闘機に係る態勢の更新」及び「第５空母航空団の機種更新」を踏まえた対応

については、今後検討してまいります。 

 

（２）環境への影響 

ア 今回の機種更新等に関し、米側は環境レビューを行うのか。 

○ 米側からは、今回の機種更新等に関し、環境レビューを行う考えはないとの説明

を受けております。 
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イ 今回の機種更新等に伴う、大気への影響・水質への影響についての見込みや対

応はどのようになっているか。 

○ 今回の空母艦載機の機種更新及び米海兵隊の戦闘機に係る態勢の更新において、

米側からは、これまでの岩国飛行場周辺の飛行経路に変更はなく、日々の運用が大

きく変わるものではないとの説明を受けております。 

○ そのため、防衛省としては、今回の機種更新等に伴い、岩国飛行場周辺における

大気や水質に大きな影響が及ぶことはなく、特段の変化が生ずるものではないと認

識しています。 

 

３ 安全性について 

（１）機体 

ア 運用開始から現在までのＦ－３５Ｂ、Ｆ－３５Ｃ及びＣＭＶ－２２の事故の発

生状況（米国・日本・それ以外の地域別、事故の程度別）はどのようになってい

るのか。 

【Ｆ－３５Ｂ】 

○ 防衛省として現在把握している限りにおいて、例えば、２０１８年９月に米国サ

ウスカロライナ州において、２０２０年９月に米国カルフォルニア州において、２

０２３年９月に米国サウスカロライナ州において、それぞれ米軍が運用するＦ－３

５Ｂが墜落したものと承知しております。また、墜落以外の事故として、２０１６

年１０月に米国サウスカロライナ州で飛行中に出火、安全に着陸し、死傷者はなか

ったものと承知しております。 

【Ｆ－３５Ｃ】 

○ 防衛省として現在把握している限りにおいて、米側は、Ｆ－３５ＣのクラスＡ事

故について、 

・ ２０１８年９月、空中給油中に異物を吸い込んで損傷したこと 

・ ２０２２年１月、空母への着艦時に墜落したが、死傷者はなかったこと 

の２件を公表していると承知しております。これ以外には、クラスＡ事故が発生

したとは承知しておりません。 

【ＣＭＶ－２２】 

○ 防衛省として現在把握している限りにおいて、これまでＣＭＶ－２２について、

クラスＡ事故が発生したとは承知しておりません。 

【参考】米軍におけるクラスＡ事故 

政府や他の財産への被害総額が２５０万ドル以上（2009年 10月～2019年 9月

の事故については２００万ドル以上、それ以前の事故については１００万ドル以

上）、国防省所属航空機の損壊、又は、死亡もしくは全身不随に至る傷害もしくは

職業病を引き起こした事故 
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イ Ｆ－３５Ｃ及びＣＭＶ－２２について、安全性をどのように確認されているの

か。また、現在配備されているＦ／Ａ－１８スーパーホーネット及びＣ－２Ａ輸

送機と比べて安全性は向上しているのか。 

○ Ｆ－３５Ｃについては、米国政府が、その安全性や信頼性を確認した上で量産し

ています。また、Ｆ－３５Ｃの飛行運用にあたっては、機体の安全性はもとより、

地域住民の生活に対して、安全を始めとして最大限の配慮がなされることが重要と

認識しています。 

○ また、オスプレイの安全性については、米国政府自身が開発段階で安全性・信頼

性を確認していることに加え、米軍オスプレイの日本配備に先立ち、日本政府とし

ても独自に安全性を確認しています。これに加えて、自衛隊へのオスプレイ導入の

検討過程のみならず、導入が決定された後においても、各種技術情報を収集・分析

し、安全な機体であることを確認しています。 

○ その上で、ＣＭＶ－２２は、ＭＶ－２２やＣＶ－２２と機体構造及び基本性能が

同一であることから、ＭＶ－２２やＣＶ－２２について確認された機体の安全性は、

ＣＭＶ－２２にも該当するものと考えています。 

 

ウ ＣＭＶ－２２については、ＭＶ－２２及びＣＶ－２２と機体構造や基本性能が

同一とのことであるが、昨年のＣＶ－２２墜落事故後、どのような安全対策が講

じられているのか。本年３月のオスプレイの運用再開時の説明以降、事故原因や

安全対策などについて、新たに示せる情報はないのか。 

○ 昨年１１月に屋久島沖で発生した米軍オスプレイの墜落事故については、日本時

間８月２日に米側から事故の状況や原因に関する事故調査報告書が公表されまし

た。 

○ 当該報告書において、事故の原因は、左側のプロップローター・ギアボックス（Ｐ

ＲＧＢ）の不具合と操縦士の意思決定とされています。 

○ このように、事故原因が特定されているため、 

・ チップ探知機を用いて、全機を対象に運用再開前の予防的点検を行うとともに、

維持整備の頻度を増やすことで、不具合の予兆を早期に把握することに加え、 

・ 先般の事故におけるチップの警告灯表示後の搭乗員の対応を踏まえ、予防的措

置や緊急時の対応要領を定めたマニュアルについて、同種の事故を防ぐための手

順を整理し、追加する 

・ 日々の飛行の際に事前に作成する運用計画についても、同種の事故を防ぐため

の手順を整理し、ダイバート飛行場に着陸するまでの必要な飛行時間を制限する 

といった、事故原因に対応した安全対策の措置を講じることによって、安全に飛行

を行うことが可能であると考えています。 

 

エ オスプレイの運用再開以降、数か月が経過しているが、この間、新たなトラブ

ル等は発生していないのか。また、運用再開に当たり措置された安全対策に対す

る現段階での評価を示していただきたい。 
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○ 本年３月のオスプレイの運用再開以降、日本国内において、新たなトラブル等が

発生したとの情報には接しておりません。 

○ 本年３月の運用再開時にご説明したとおり、特定された事故原因に対応した各種

の安全対策の措置を講じることにより、同種の不具合による事故を予防・対処する

ことが可能であり、これまでも安全に飛行を行ってきているところです。 

○ 飛行の安全確保が最優先であることは、日米のあらゆるレベルで確認しており、

引き続き日米で協力し、安全確保に万全を期してまいります。 

 

オ 今回機種更新されるＣＭＶ－２２は、運用再開に向けた段階的なアプローチを

経て、完全な運用能力を回復した状態で配備されるのか示していただきたい。 

○ 米海軍は、本年３月の運用再開にあたり、安全確保を最優先とした段階的かつ計

画的なアプローチを実施すると発表しております。 

○ その上で、米側からは、パイロットの技量に応じた基礎的訓練を経て、任務を想

定した戦術訓練を実施し、適正な飛行時間及び飛行距離を設定した上で、洋上にお

ける飛行を再開しており、任務遂行に支障はないとの説明を受けております。 

 

カ オスプレイにおいて、クラッチを原因としてまれに発生するとされる特有の現

象（ハードクラッチエンゲージメント）に対するＣＭＶ－２２における対策を示

していただきたい。 

○ 米側からは、ハードクラッチエンゲージメントへの対応として、使用時間８００

時間を超えるクラッチに関連する部品を交換する等の措置を実施してきており、こ

うした対策はＣＭＶ－２２を含む、全てのオスプレイに適用されているとの説明を

受けております。 

 

キ 「米国防総省の運用試験・評価局は、ＣＭＶ－２２には防氷装置等の不具合が

あり『運用に適していない』と海軍に勧告している」との一部報道があるが、そ

の事実関係について示していただきたい。また、事実であるならば、その改善状

況はどのようになっているのか。 

○ ご指摘の報告書について、米側からは、ＣＭＶ－２２が特定の気象条件の下で稼

働する場合について評価したものであり、機体そのものを包括的に評価したもので

はないとの説明を受けております。 

○ その上で、ＣＭＶ－２２については、艦隊支援に係る輸送を行うという任務の特

性上、気象条件の影響を受けることがあるものの、そもそも任務の計画過程におい

てこのような影響についても十分に考慮した上で運用されていることを確認して

おります。 

○ また、これまで防氷装置に関連した事故は発生しておらず、機体の安全性に問題

はないとの説明を受けております。 



14 

 

ク 米国議会の公聴会において、「オスプレイの全面的な任務再開は２０２５年半ば

以降となる」、また、「安全に関わる問題に十分に対処するまで無制限の飛行運用

には戻さない」旨の米海軍関係者による発言があったとの一部報道があるが、そ

の事実関係について示していただきたい。また、その事実関係を踏まえたＣＭＶ

－２２の安全対策に関する国の認識を示していただきたい。 

○ 今回の事故を踏まえ、ダイバート飛行場に着陸するまでに必要な飛行時間の制限

といった措置も講じているところ、米海軍航空システムコマンドにおいて、こうし

た制限を課さずとも安全に飛行運用することが可能となるような、物質的・非物質

的な変更について検討中であると承知しており、米側からは、２０２５年半ば頃か

ら、こうした変更の適用が開始される見込みであるとの説明を受けております。 

○ 昨年の米軍オスプレイの墜落事故を受けた日米間の確認作業の中では、特定され

た事故原因や当該原因に対応した各種の安全対策について、しっかりと共有されて

おり、ＣＭＶ－２２を含め、各種の安全対策の措置を講じることにより、安全に飛

行を行ってきているところです。 

○ 飛行の安全確保が最優先であることは、日米のあらゆるレベルで確認しており、

引き続き日米で協力し、安全確保に万全を期してまいります。 

 

（２）搭乗員及び隊員 

搭乗員や運用・整備に携わる隊員の技量はどのように確保されているか。 

○ 米側からは、これまでも米軍は、訓練や教育を通じて各種技能の維持・向上を図

ってきたところ、引き続きパイロットや整備員に対してしっかりと教育を行い、地

元に配慮して安全に運用していくとの説明を受けております。 

 


